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１　兼任させる者について

２　配置状況について

㈱○○○○

堺市○○課堺市○○課

配置状況 主任技術者 ・ 監理技術者

（専任特例１号用）

○○　○○○○　○○

所在地

名称 株式会社△△建設

堺市堺区■■

下請次数

発注者

所属会社 ㈱○○○○

・既に配置している工事がコリンズに受注登録がない場合は、契約書等の写し（受注者名、工事名、工事場所、請
負金額、工期、配置技術者等が確認できるものを含む。）を添付すること。
・発注者欄は、発注者が本市(上下水道局を含む。)の場合は工事担当課名を記入してください。
※兼任配置する既に配置している工事の発注者に承認を得られない場合は、兼任を認めないものとする。

主任技術者 ・ 監理技術者

調達案件番号 50XX10YY1

令和○○年○○月○○日から
令和○○年○○月○○日まで 令和○○年○○月○○日まで

工事名

現場作業員の入退場が遠隔から確認できるもの
CCUS又はAPI連携したシステムが望ましいが、他システム
であっても遠隔から現場作業員の入退場が確認できるシ

ステムであれば可能

現場作業員の入退場が遠隔から確認できるもの
CCUS又はAPI連携したシステムが望ましいが、他システム
であっても遠隔から現場作業員の入退場が確認できるシ

ステムであれば可能

　現場代理人・技術者兼任審査申請書兼誓約書

令和○○年○○月○○日
堺　　市　　長　　殿

業者番号 0

○○道路築造工事 △△地区外道路整備工事

堺東　太郎

× ××

所 在 地

0 ×× ×

商号又は
名 称

対象工事

0 0

代表者職
氏 名

代表取締役　堺　花子

堺市堺区南瓦町３番１号

例：スマートフォン、タブレット端末、WEB会議システム
ただし、現場の状況を確認するために必要な映像及び音声の送受
信が可能な情報通信機器が設置され、かつ当該機器を用いた通信

を利用することが可能な環境が確保されていること

円

　次の対象工事について、建設業法第２６条第３項第１号の規定により、他の工事に配置している者を
兼任させたいため、次のとおり、申請し誓約します。
　次に記入する工事及び主任技術者又は監理技術者は、入札公告に記載された当該案件の主任技術者又
は監理技術者による工事の兼任要件（専任特例１号）を全て満たしています。
　兼任にあたっては、監督員と常に携帯電話等で連絡が取れる体制を確保し、監督員に求められた場合
は、工事現場に速やかに向かう等の対応を行います。なお、主任技術者又は監理技術者の職務等を誠実
に行われないと判断された場合は、兼任配置を解除されても異議を申し立てません。また、当該主任技
術者及び監理技術者の兼任に関する違反が明らかになった場合は、入札参加停止等の措置を受けたとし
ても異議を申し立てません。

50XX100XX2

工事場所 堺市堺区■■ 堺市北区●●

工期 ※和暦表記

○次 3次

氏名

実務経験 ○年○月

工事現場の施工体
制の確認方法

情報通信機器

97,000,000 円 85,000,000

例：スマートフォン、タブレット端末、WEB会議システム
ただし、現場の状況を確認するために必要な映像及び音声の送受
信が可能な情報通信機器が設置され、かつ当該機器を用いた通信

を利用することが可能な環境が確保されていること

株式会社△△建設

既に配置している工事

氏名

契約締結営業所
※営業所技術者のみ記載

○年○月

監督員氏名 鳳　次郎 大阪　三郎

連絡員

請負金額（税込）

案件ごとに発注者が異なりますので、
必ず確認の上作成してください。

今回新たに兼任させる工事につ
いて記入してください。

既に配置している工事につ
いて記入してください。

最新の契約額を税込みで記載

１億円未満（建築一式は２億円未満）



氏名

期間

年　月　～　年　月

年　月　～　年　月

※建設業法別表第一上段より選択

連絡員

建設業者　

主任技術者又は
監理技術者

名称

所在地

円

※建設業法別表第一上段より選択

年　月　～　年　月

工事名称

※1日移動可能かつ片道概ね2時間以
内

下請次数

※営業所技術者の場合のみ記載

建設工事1

工事名称

工事現場所在地

人　員　配　置　計　画　書

実績時間

※3次以内であること。

※1日移動可能かつ片道概ね2時間以
内

※1億円未満（建築一式の場合2億円
未満）

所属会社

実務経験
※土木一式又は建築一
式の場合に記載
※合計が一年以上

工事名称

契約締結営業所

情報通信機器

連絡員

氏名

工事名称

工事現場所在地

請負金額

工事現場の施工
体制の確認方法

所属会社

建設工事2

円

年　月　～　年　月

※3次以内であること。

工事内容

対象期間 　　　　年　　月　　日　　　～　　　　年　　月　　日

見込み時間

所在地

名称

期間

※1億円未満（建築一式の場合2億円
未満）

移動時間

実務経験
※土木一式又は建築一
式の場合に記載
※合計が一年以上

合計　　　　　　年　　月

請負金額

移動時間

下請次数

※営業所技術者の場合のみ記載所属営業所名

一日平均の
法定外労働時間

工事内容

工事現場の施工
体制の確認方法

情報通信機器

合計　　　　　　年　　月

氏名

※誓約書に入力した内容は自動で反映されます。

反映されていない箇所のみ手入力してください。


